
地域主権戦略会議の設置について 

 

平成２１年１１月１７日閣議決定  

平成２２年 １月 ８日一部改正  

平成２２年１０月 ８日一部改正  

 

１ 地域のことは地域に住む住民が決める「地域主権」を早期に確立する観点

から、「地域主権」に資する改革に関する施策を検討し、実施するとともに、

地方分権改革推進委員会の勧告を踏まえた施策を実施するため、内閣府に地

域主権戦略会議（以下「会議」という。）を設置する。 

 

２ 会議の構成員は、以下のとおりとする。ただし、議長は、必要があると認

めるときは、構成員を追加し、又は関係者に出席を求めることができる。 

議  長：内閣総理大臣 

副議長：内閣府特命担当大臣（地域主権推進） 

構成員：総務大臣 

財務大臣 

内閣官房長官 

国家戦略担当大臣 

内閣府特命担当大臣（行政刷新） 

その他内閣総理大臣が指名する国務大臣 

内閣総理大臣が指名する有識者 

 

３ 関係府省は、会議に対し、関係資料の提出等必要な協力を行うものとする。 

 

４ 会議の事務は、内閣府設置法第４条第１項の規定に基づき、内閣府が行う。 

 

５ 議長は、専門の事項を調査させるため必要があるときは、専門員を委嘱す

ることができる。 

 

６ 前各号に定めるもののほか、会議の運営に関する事項その他必要な事項は、

議長が定める。 
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地域主権戦略大綱（厚生労働省関係抜粋） 

 

平成２２年６月２２日 

閣 議 決 定 

 

第２ 義務付け・枠付けの見直しと条例制定権の拡大 

 

１ 取組の意義等 

 

   地方公共団体の自治事務について国が法令で事務の実施やその方法を縛っている義

務付け・枠付けが多数存在する現状にある。地域主権改革を進めるためには、義務付

け・枠付けの見直しと条例制定権の拡大を進めることにより、地域の住民を代表する

議会の審議を通じ、地方公共団体自らの判断と責任において行政を実施する仕組みに

改めていく必要がある。こうした取組を通じて、地域の実情に合った最適な行政サー

ビスの提供を実現することを目指すものである。 

 

２ これまでの取組と当面の具体的措置 

 

（１）義務付け・枠付けの見直しと条例制定権の拡大に関する勧告 

   義務付け・枠付けの見直しと条例制定権の拡大については、平成 19年４月に設置さ

れた地方分権改革推進委員会において調査審議が行われ、その第２次勧告（平成 20

年 12 月）において、自治事務のうち義務付け・枠付けの見直しを行う必要があるも

のが条項単位で整理された。また、第２次勧告で見直す必要があるとされた義務付

け・枠付けのうち、特に問題があるとされた「施設・公物設置管理の基準」、「協議、

同意、許可・認可・承認」及び「計画等の策定及びその手続」について、その具体的

な見直し措置等が第３次勧告（平成 21年 10月）において提示された。 

 

（２）これまでの取組 

政府としては、地域主権改革を実現する上で、義務付け・枠付けの見直しと条例制

定権の拡大は大きな意義を有することにかんがみ、第３次勧告を受け、同勧告が最大

限実現されるよう内閣を挙げて速やかに取り組むこととし、平成 21年 10月以降、政

府内での具体的な見直し検討作業を本格的に進めた。スピード感をもって改革に取り

組むため、第３次勧告に盛り込まれた義務付け・枠付けのうち、まずは地方公共団体

から要望のあった事項を中心に地方分権改革推進計画を策定し、平成 21 年 12 月 15

日に閣議決定した（第１次見直し（63項目、121条項））。 

この地方分権改革推進計画に基づき「地域主権改革の推進を図るための関係法律の

整備に関する法律案」等を第 174回国会に提出した。 

 

（３）当面の具体的措置 
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地方分権改革推進計画の策定後も、第３次勧告で示された見直し対象のうち、当該

計画策定の際に見直しの対象とされたもの以外の義務付け・枠付けについて、地域主

権戦略会議の場においても議論を重ねるなど、引き続き見直しを進めてきた結果、具

体的な見直し措置について結論を得た（第２次見直し（308項目、528条項））。 

この第２次見直しにおいては、別紙１に掲げる事項について必要な法制上その他の

措置を講じることとし、これらの事項のうち、法律の改正により措置すべき事項につ

いては、所要の一括法案等を平成 23年の通常国会に提出する。 

 

３ 今後の課題と進め方 

 

   義務付け・枠付けの見直しと条例制定権の拡大により、これまで国が決定し地方公

共団体に義務付けてきた基準、施策等を、地方公共団体が条例の制定等により自ら決

定し実施するように改めることが必要となる。こうした地方公共団体の取組の内容こ

そが、地域主権改革の真の意味での実現を左右するものである。地方公共団体は、地

域主権改革の趣旨を踏まえ、今まで以上に地域住民のニーズの把握に努め、自らの判

断と責任により地域の実情に合った基準の設定や、適切な施策等を講じなければなら

ない。これによって改革の成果を国民・住民に示すことが求められている。 

   政府においては、地域主権改革の更なる進展のため、第３次勧告の実現に向けて引

き続き検討を行う。また、第２次勧告において見直す必要があるものとされた義務付

け・枠付けのうち、第３次勧告で取り上げた事項以外のものについても見直しを進め

ていくこととする。とりわけ第２次勧告において取り上げられた膨大な事項について

は、具体的に講ずべき措置の方針等を今後検討・整理した上で、見直しに向けて真摯

に取り組んでいくこととする。見直しを進めるに当たっては、地方公共団体の意見も

十分聞いた上で、計画的に着実に取り組んでいく。 
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第３ 基礎自治体への権限移譲 

 

１ 基本的な考え方 

 

主権者たる国民が、自らの住む地域のことは自らの責任で決定できる、活気に満ち

た地域社会をつくっていくことを、地域主権改革は目指している。この改革において

は、住民に最も身近な行政主体である基礎自治体に事務事業を優先的に配分し、基礎

自治体が地域における行政の自主的かつ総合的な実施の役割を担えるようにするこ

とが必要不可欠である。 

いわゆる「平成の合併」により、全国的に市町村合併が進展し、市町村数は 3,232

（平成 11 年３月末）から 1,727（平成 22年３月末）となった。これによって、市町

村では行政規模や能力の拡充が図られ、地域の将来を見据えた様々な特色ある取組が

行われるとともに、行政運営の効率化の取組も進められている。また、「条例による

事務処理特例制度」の活用も進んでおり、基礎自治体が現行法の想定を上回る行政能

力とともに、地域主権型社会の担い手たらんとする意欲をも併せ持っていることを示

している。 

以上を踏まえ、都道府県と市町村の間の事務配分を「補完性の原則」に基づいて見

直しを行い、可能な限り多くの行政事務を住民に最も身近な基礎自治体が広く担うこ

ととする。 

 

２ 具体的な措置 

 

平成 20年５月に地方分権改革推進委員会が提出した第１次勧告では、基礎自治体優

先という基本原則の下で行政分野横断的な見直しを行うとの基本認識に立って、権限

移譲を行うべき事務について勧告がなされた。 

今般、上記１の考え方の下、第１次勧告に掲げられた事務について、内閣を挙げて

検討を行い、権限移譲等を行う事務について結論を得た（68項目、251条項）。今後、

別紙２に掲げる事務に関し必要な法制上その他の措置を講じることとし、法律の改正

により措置すべき事務については、所要の一括法案等を平成 23 年の通常国会に提出

する。 

 

３ 円滑な権限移譲の実現に向けて 

 

 （１）基礎自治体の取組 

本大綱で移譲を決定する事務は、多数に上るが、その円滑な移譲を実現するために

は、まずは権限の移譲を受ける基礎自治体自身の主体的な取組が必要である。 

また、移譲される事務と、従来から処理している事務とを一体的かつ総合的に行う

ことによって、その相乗効果を発揮できるようにすることなどを通じ、地域住民が地

域主権改革の意義や権限移譲の効果について、より強く実感できるようにすることも

重要である。 
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なお、それぞれの基礎自治体が、自らの置かれた現状や今後の動向等を十分に踏ま

えつつ、行政機関等の共同設置や、近隣自治体との一部事務組合や広域連合の設置、

事務委託制度の活用など、必要に応じた自治体間連携を図っていくことも考えられる。 

 

 （２）国及び都道府県の取組 

国及び都道府県においても、円滑な権限移譲に向けて所要の取組を行うことが必要

である。 

国は、権限の移譲に伴い、適切に既存の財源措置を見直し、市町村に対して、地方

交付税や国庫補助負担金などに関し確実な財源措置を行うこととする。また、所管府

省から都道府県及び市町村に対し、移譲事務の内容や取扱い、留意点等について確実

な周知・助言を行うほか、市町村からの照会や相談に適切に対応していく。 

また、都道府県においては、庁内及び市町村との間での推進体制の構築を始めとす

る環境整備や、円滑な引継や研修、職員の派遣、自治体間連携の具体的手法の周知・

助言を行うなどの役割を果たすことが期待される。そのため、国は、都道府県に対し

て、これらの必要な支援に努めるよう要請する。 

 

４ 今後の取組 

 

まずは本大綱で決定した事務の移譲に万全を期すとともに、地域主権改革を更に推

進する観点から、今後も継続的に基礎自治体への権限移譲を行っていく。今回、多く

の権限移譲を実現することとしたところであるが、なお第１次勧告に掲げられた条項

の半数近くが残されている。今後とも、これらの移譲について、その実現に向け、引

き続き検討を行う。 

また、地方からの新たな提言や、条例による事務処理特例制度の活用状況等も踏ま

え、基礎自治体への法令による一層の権限移譲について検討を行う。 
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第４ 国の出先機関の原則廃止（抜本的な改革） 

 

１ 改革に取り組む基本姿勢 

 

（１）改革の理念 

国の出先機関について、住民に身近な行政はできる限り地方自治体にゆだねるとい

う「補完性の原則」の下、①国民・住民にとっての国・地方の役割分担の最適化、②

国と地方を通じた政策展開や行政運営の最適化・効率化、③ガバナンスの確保の三つ

の観点を踏まえ、国と地方の役割分担の見直しを行い、国と地方を通じた事務の集約

化等によるスリム化・効率化を図りつつ、事務･権限を地方自治体に移譲することな

どにより抜本的な改革を進め、地域における行政を地方自治体が自主的かつより総合

的に実施できるようにする。 

 

（２）実効性の確保 

こうした理念の下での改革の実を挙げるため、改革の工程を明らかにし、実効に向

けて必要となる種々の条件整備、新たな枠組みやルールの検討・具体化に早急に着手

し、可能なものから、逐次、柔軟かつ段階的に実現していく。 

 

２ 改革の枠組み 

 

（１）進め方の基本 

国の出先機関の抜本的な改革に当たっては、改革の理念に沿って、「原則廃止」の姿

勢の下、ゼロベースで見直すこととし、地方自治体側を始め制度の利用者など広く関

係各方面の意見等をも踏まえつつ、国と地方の役割分担の見直しに伴う事務・権限の

地方自治体への移譲等を進めた上で、それに伴う組織の廃止・整理・合理化等の結論

を得る。 

 

（２）国と地方の役割分担の考え方 

「補完性の原則」に基づき、住民に身近な行政はできる限り地方自治体が担い、国

は、国が本来果たすべき役割（地方自治法第１条の２第２項）を重点的に担うことと

なるよう、現行の国と地方の役割分担を見直す。 

 

（３）個々の事務・権限の取扱い 

国の出先機関の事務･権限については、国と地方の役割分担の考え方を踏まえ、「補

完性の原則」に基づき、その特性や規模、行政運営の効率性・経済性等の観点から国

の事務･権限とすることが適当と認められる例外的な場合（注）を除き、地方自治体

に移譲することとし、地方の発意による選択的実施や広域的実施体制の整備状況をも

考慮の上、地方自治体へ移譲するものや国に残すものなどの類型に区分した整理（「事

務･権限仕分け」）を行う。 

その際、地域主権改革に資するものであるかどうかの観点から、①国民・住民のニ
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ーズや利便性、②地方の自主性・自立性の発揮、③地方自治体による総合行政の確立

を総合的に勘案するものとする。 

 

（注）「事務･権限の特性や規模、行政運営の効率性・経済性等の観点から国の事務･

権限とすることが適当と認められる例外的な場合」については、以下に掲げるも

のなど真にやむを得ないものに限定する。 

① 複数の都道府県に関係する事務･権限の地方移譲に際し、域外権限の付与、自

治体間連携の自発的形成や広域連合などの広域的実施体制等の整備が行われる

こととしてもなお、著しい支障を生じるもの 

② 地方移譲に際し、必要に応じて事務処理等の基準を定め、国の指示等を認め

てもなお、各地方自治体の対応の相違等により著しい支障を生じるもの 

③ 地方移譲に際し、必要に応じて事務処理等の基準を定め、国の指示等を認め

てもなお、緊急時の対応等に著しい支障を生じ、国民の生命・財産に重大な被

害を生じるもの 

④ 事務･権限の的確な執行体制（人材、予算、知見の集積等）の整備が不可欠で

ある一方で、見込まれる事務量等が微少であることにより、地方移譲に伴い行

政効率が著しく非効率とならざるを得ないもの 

 

（４）財源・人員の取扱い 

（財源の取扱い） 

事務･権限の地方自治体への移譲及び国から地方自治体への人員の移管等に際し

ては、改革の理念に沿って、それに伴う財源を確保することとし、必要な措置を講

ずる。 

 

（人員の移管等の取扱い） 

事務・権限の地方自治体への移譲に伴う人員の地方移管等の取扱いについて、技

術や専門性を有する人材活用の観点から、職員の雇用と国と地方を通じた公務能率

の維持・向上、国と地方の対等の立場にも配慮しつつ、次のような方向で、人員の

移管等の仕組みを検討・構築する。 

① 人材の地方自治体への移管等について総合的な調整を行うため、国と地方の双

方の関係者により構成される横断的な体制を整備 

② 人材の地方移管等に当たって必要となる枠組み・ルール等の構築（移管等が必

要となる要員規模の決め方、移管等の方法、身分の取扱い、給与を含む処遇上の

取扱い、退職金の負担等） 

 

（５）柔軟な取組み 

（地方の発意による選択的実施） 

事務･権限の地方移譲の実効性を確保する観点から、事務･権限の特性にも留意し

つつ、全国一律・一斉に取り扱うのではなく、地方の発意による選択的実施による

柔軟な取組を可能とする仕組みを検討・構築する。 
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（広域的実施体制） 

その際、都道府県や市町村の単位を前提とするもののみならず、広域性を有する

事務・権限の地方移譲を推進し、その実効性を確保する観点から、関係する自治体

間の意思決定や責任の所在の明確化にも留意しつつ、自治体間連携の自発的形成や

広域連合など広域的実施体制の整備に応じて、事務･権限の移譲が可能となるような

仕組みも併せて検討・構築する。 

 

（６）今後の改革の進め方 

   （事務・権限仕分けの進め方） 

上記２の（３）の「個々の事務･権限の取扱い」に沿って、以下により、事務･権

限仕分けを行う。 

① 各府省は、地方自治体側の意見･要望等をも踏まえつつ、自らが所管する出先機

関の事務･権限仕分け（「自己仕分け」）を行い、その結果を本年８月末までに地域

主権戦略会議に報告する。 

② 地域主権戦略会議は、当該「自己仕分け」の内容について精査を行い、地域主

権戦略会議としての事務･権限仕分けを行う。 

③ 事務・権限仕分けの区分については、次に掲げるパターンを基本とする。 

Ａ 地方自治体へ移譲するもの 

    ａ 全国一律・一斉に移譲するもの 

ｂ 個々の地方自治体の発意に応じ選択的に移譲するもの 

     ① 現行の行政区域を前提とするもの 

② 都道府県の区域を超える広域的実施体制の整備を前提とするもの 

Ｂ 個々の地方自治体の発意による選択的実施を認め、その試行状況を踏まえて

移譲の可否について判断するもの 

① 現行の行政区域を前提とするもの 

② 都道府県の区域を超える広域的実施体制の整備を前提とするもの 

Ｃ 国に残すもの 

ａ 独法化や民間委託化など実施主体の見直しを検討するもの 

ｂ 本府省への引上げを検討するもの 

ｃ 引き続き出先機関の事務･権限とするもの 

Ｄ 廃止・民営化するもの 

 

   （「アクション・プラン（仮称）」の策定） 

上記の事務・権限仕分けの結果を踏まえ、個々の出先機関の事務･権限の地方移譲

等の取扱方針及びその実現に向けた工程やスケジュール並びに組織の在り方につい

て明らかにする「アクション・プラン（仮称）」を年内目途に策定する。その際、地

方自治体への移譲等については、地方自治体側の要望をも踏まえ、重点的に取り組

むべき事項の速やかな実施を検討し、平成 23年通常国会への法案提出も含め、可能

なものから速やかに実施することを基本とする。 
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第５ ひも付き補助金の一括交付金化 

 

１ 趣旨 

 

（１）目的 

地域のことは地域が決める「地域主権」を確立するため、国から地方への「ひも付

き補助金」を廃止し、基本的に地方が自由に使える一括交付金にするとの方針の下、

現行の補助金、交付金等を改革する。 

 

（２）原則 

こうした目的からして一括交付金は、各府省の枠にとらわれず、ブロックの政策目

的の範囲で、いかなる政策にどれだけの予算を投入し、どのような地域を目指すのか

を、住民自身が考え、決めることができるよう、デザインされなければならない。こ

れにより、地域の知恵や創意が生かされるとともに、効率的・効果的に財源を活用す

ることが可能となる。 

 

（３）手順 

改革に当たっては、地方が円滑に行政サービスを提供できるよう、十分に配慮した

手順で進めていく必要がある。 

 

２ 一括交付金の対象範囲 

 

（１）基本的考え方 

・ 一括交付金化する「ひも付き補助金」の対象範囲は、最大限広くとる。 

・ 補助金、交付金等を保険・現金給付、サービス給付、投資に整理し、地方の自

由裁量拡大に寄与するものを対象とする。 

 

（２）対象範囲の整理方針 

・ 社会保障・義務教育関係 ― 「社会保障・義務教育関係」については、国と

して確実な実施を保障する観点から、必要な施策の実施が確保される仕組みを検

討するとともに、基本的に、全国画一的な保険・現金給付に対するものや地方の

自由裁量拡大に寄与しない義務的な負担金・補助金等は、一括交付金化の対象外

とする。 

・ その他 ― 保険・現金給付に対するもののほか、一括交付金化の対象としな

いものは、最小限のものに限定する。具体的には、災害復旧、国家補償的性格の

もの、地方税の代替的性格のもの、国庫委託金、特定財源が国費の原資であるも

の等に限定する。 

・ 一括交付金化の対象外となる補助金、交付金等についても、できる限り使途の

拡大や手続の簡素化等に努める。 

 



 

 

 9 

（３）実施手順 

・ 投資に係る補助金・交付金等の一括交付金化は平成 23年度以降段階的に実施す

る。経常に係る補助金・交付金等の一括交付金化は平成 24年度以降段階的に実施

する。これにあわせて、経常（サービス）に係る国庫負担金の扱いについて検討

する。 

・ 一括交付金化の対象となるものであっても、ゼロベースから真に国の政策目的

の緊要性を判断し、限定的に特定補助金として許容する場合は、３～５年の期限

を設定した上で、期限到来時に「廃止」又は「一括交付金化」等を判断する。 

 

３ 一括交付金の制度設計 

 

（１）括り方 

（基本的考え方） 

・ 地方の自由度を拡大する観点から、各府省の枠にとらわれず使えるようにし、

できる限り大きいブロックに括る。 

 

（実施手順） 

・ ブロックごとに使途を自由にする。その上で、ブロックの在り方は、地方の自

由度を拡大する方向で、不断に見直しを行う。 

 

（２）地方の自由度拡大と国の関わり 

（基本的考え方） 

・ 地方の自由度を拡大するため、国の箇所付けの廃止など個別自治体への国の事

前関与を縮小し事後チェックを重視する観点に立って、手続を抜本的に見直す。

これにより、国･地方双方の事務の簡素化を図る。 

・ 地方公共団体における事後評価を充実する。 

・ 国は、一括交付金化の実施状況を点検し、ＰＤＣＡサイクルを通じて制度の評

価・改善を図る。その際、会計検査院の検査も活用する。 

 

（３）配分・総額 

（基本的考え方） 

・ 地方の安定的な財政運営に十分配慮するとともに、効率的・効果的な財源の活

用を図る。 

・ 配分については、地方の事業ニーズを踏まえるとともに、国の関与をできる限

り縮小する。また、現行の条件不利地域等に配慮した仕組みを踏まえた配分とす

る。 

・ 総額は、一括交付金化の対象となる補助金・交付金等の必要額により設定する。 

 

（実施手順） 

・ 配分に当たっては、地方公共団体の事業計画に基づく配分と客観的指標による
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配分を用いる。その際、継続事業や団体間・年度間の変動に配慮する。 

 

４ 導入のための手順 

 

・ 平成 23年度から一括交付金を導入する。国と地方の役割分担や地方の事業実施体

制の在り方等を踏まえ、一括交付金の制度設計について、地域主権戦略会議を中心

に関係府省と共に検討し、予算編成過程を通じて一括交付金化の内容を決定する。 

・ また、国と地方の協議の場等において、地方と協議する。 
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別紙１ 義務付け・枠付けの見直しと条例制定権の拡大の具体的措置（第２次見直し） 

 

 

１ 施設・公物設置管理の基準の見直し 

 

   施設･公物設置管理の基準を条例に委任する場合における条例制定に関する国の基準の類型

は、地方分権改革推進計画の整理同様、次のとおりとする。 

① 従うべき基準 

条例の内容を直接的に拘束する、必ず適合しなければならない基準であり、当該基準に

従う範囲内で地域の実情に応じた内容を定める条例は許容されるものの、異なる内容を

定めることは許されないもの 

② 標準 

法令の「標準」を通常よるべき基準としつつ、合理的な理由がある範囲内で、地域の実

情に応じた「標準」と異なる内容を定めることが許容されるもの 

③ 参酌すべき基準 

地方公共団体が十分参照した結果としてであれば、地域の実情に応じて、異なる内容を

定めることが許容されるもの 

 

〔厚生労働省〕 

                      

（８）児童福祉法（昭 22法 164）                     

・ 保育に欠ける具体的要件の基準（24条及び児童福祉法施行令 27条）については、子ども・子

育て新システム検討会議において「保育に欠ける要件の撤廃等」とされたことを踏まえつつ、利

用者本位の制度の実現及び地域主権改革の推進の観点から、子ども・子育て新システム全体につ

いて検討する中で法改正までに結論を得る。 

・ 指定知的障害児施設等の指定に関する基準のうち、申請者の法人格の有無に係る基準（24条の

９第２項１号）を、条例（制定主体は都道府県、指定都市及び児童相談所設置市）に委任する。 

  条例制定の基準については、「従うべき基準」とする。 

 

（９）食品衛生法（昭 22法 233）                       

・ 製品検査及び収去した食品、添加物、器具又は容器包装の試験に係る事務を行う検査施設の設

備（機械及び器具を含む。以下、この項目において同じ。）及び職員の配置に関する基準（29 条

１項及び３項）を、条例（制定主体は都道府県、指定都市及び中核市）に委任する。 

条例制定の基準については、施設の設備に関する基準に係る規定は、「従うべき基準」とし、

検査又は試験のために必要な職員の配置に関する基準に係る規定は、「参酌すべき基準」とする。 

・ 収去した食品、添加物、器具又は容器包装の試験に係る事務を行う検査施設の設備（機械及び

器具を含む。以下、この項目において同じ。）及び職員の配置に関する基準（29条２項及び３項）

を、条例（制定主体は保健所を設置する市及び特別区）に委任する。 

条例制定の基準については、施設の設備に関する基準に係る規定は、「従うべき基準」とし、

検査又は試験のために必要な職員の配置に関する基準に係る規定は、「参酌すべき基準」とする。 
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（１０）医療法（昭 23法 205）                      

・ 病院等の病床数算定に当たっての補正の基準（７条の２第４項）並びに病院及び診療所の既存

の病床数を算定する場合の介護老人保健施設に係る入所定員数に関する基準（７条の２第５項）

を、条例（制定主体は都道府県）に委任する。 

 条例制定に関する国の基準の類型については、基準病床数制度の在り方の検討に合わせて、法

改正までに結論を得る。 

・ 病院及び診療所の薬剤師の配置に関する基準（18条）を、条例（制定主体は都道府県、保健所

を設置する市及び特別区）に委任する。 

  条例制定の基準については、「従うべき基準」とする。 

・ 病院の従業者に関する基準のうち、医師及び歯科医師以外の従業者の配置に関する基準（21

条１項１号）並びに病院の施設に関する基準（21条１項 12号）を、条例（制定主体は都道府県）

に委任する。 

  条例制定の基準については、薬剤師、看護師、准看護師、助産師、歯科衛生士及び栄養士の資

格並びにその配置する員数に関する基準に係る規定並びに看護補助者の員数に関する基準に係

る規定は、「従うべき基準」とし、診療放射線技師、理学療法士及び作業療法士の資格並びにそ

の配置する員数に関する基準に係る規定、事務員その他の従業者の員数に関する基準に係る規定

並びに病院の施設に関する基準に係る規定は、「参酌すべき基準」とする。 

・ 療養病床を有する診療所の従業者に関する基準のうち、医師及び歯科医師以外の従業者の配置

に関する基準（21 条２項１号）並びに療養病床を有する診療所の施設に関する基準（21 条２項

３号）を、条例（制定主体は都道府県）に委任する。 

  条例制定の基準については、看護師及び准看護師の資格並びにその配置する員数に関する基準

に係る規定並びに看護補助者の員数に関する基準に係る規定は、「従うべき基準」とし、事務員

その他の従業者の員数に関する基準に係る規定及び療養病床を有する診療所の施設に関する基

準に係る規定は、「参酌すべき基準」とする。 

 

（１１）生活保護法（昭 25法 144）                    

・ 保護施設の設備及び運営に関する基準（39条）を、条例（制定主体は都道府県、指定都市及び

中核市）に委任する。 

  条例制定の基準については、医師等の職員の資格に関する基準に係る規定、配置する職員の員

数に関する基準に係る規定、居室の面積に関する基準に係る規定並びに施設の利用者及びその家

族に対する人権侵害の防止等に係る規定は、「従うべき基準」とし、施設の利用者の数に関する

基準に係る規定は、「標準」とし、その他の設備及び運営に関する基準に係る規定は、「参酌すべ

き基準」とする。 

 

（１２）社会福祉法（昭 26法 45）                   

・ 社会福祉施設の設備及び運営に関する基準（65条２項）を、条例（制定主体は都道府県、指定

都市及び中核市）に委任する。 

  条例制定の基準については、医師等の職員の資格に関する基準に係る規定、配置する職員の員

数に関する基準に係る規定、居室の面積に関する基準に係る規定並びに施設の利用者及びその家
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族に対する人権侵害の防止等に係る規定は、「従うべき基準」とし、施設の利用者の数に関する

基準に係る規定は、「標準」とし、その他の設備及び運営に関する基準に係る規定は、「参酌すべ

き基準」とする。 

 

（１３）水道法（昭 32法 177）   

・ 水道の布設工事の施行に関する技術上の監督業務を行う者の配置に関する基準（12条１項）及

び監督業務を行う技術者の資格に関する基準（同条２項）を、条例（制定主体は水道事業等を営

む地方公共団体）に委任する。 

条例制定の基準については、「参酌すべき基準」とする。 

・ 水道技術管理者の資格に関する基準（19条３項）を、条例（制定主体は水道事業等を営む地方

公共団体）に委任する。 

条例制定の基準については、「参酌すべき基準」とする。 

 

（１４）職業能力開発促進法（昭 44法 64） 

・ 公共職業能力開発施設における職業訓練の実施に関する基準（19条１項）を、条例（制定主体

は都道府県及び市町村）に委任する。 

条例制定の基準については、訓練生の数に関する規定は、「標準」とし、教科、訓練時間、設

備その他の事項に関する規定は、「参酌すべき基準」とする。 

・ 公共職業能力開発施設の長が行う技能照査の対象者に関する基準（21条１項）を、条例（制定

主体は都道府県及び市町村）に委任する。 

条例制定の基準については、「参酌すべき基準」とする。 

・ 無料の公共職業訓練の対象者に関する基準（23条１項）を、条例（制定主体は都道府県及び市

町村）に委任する。 

条例制定の基準については、「参酌すべき基準」とする。 

・ 公共職業訓練のうち普通職業訓練における職業訓練指導員の資格に関する基準（28条１項）を、

条例（制定主体は都道府県及び市町村）に委任する。 

条例制定の基準については、「従うべき基準」とする。 

・ 公共職業訓練のうち高度職業訓練における職業訓練指導員の資格に関する基準（30条の２第 1

項）を、条例（制定主体は都道府県）に委任する。 

条例制定の基準については、「参酌すべき基準」とする。 

 
（１５）介護保険法（平 9法 123）               

・ 指定居宅サービス事業者及び指定介護予防サービス事業者の指定に関する基準のうち、申請者

の法人格の有無に係る基準（70条２項１号、115条の２第２項１号）を、条例（制定主体は都道

府県、指定都市及び中核市）に委任する。 

  条例制定の基準については、「従うべき基準」とする。 

・ 指定地域密着型介護老人福祉施設の指定に関する基準のうち、指定対象となる施設及びその入

所定員に係る基準（78条の２第１項）を、条例（制定主体は市町村）に委任する。 

条例制定の基準については、「従うべき基準」とする。 

・ 指定地域密着型サービス事業者及び指定地域密着型介護予防サービス事業者の指定に関する基
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準のうち、申請者の法人格の有無に係る基準（78 条の２第４項１号、115 条の 12 第２項１号）

を、条例（制定主体は市町村）に委任する。 

  条例制定の基準については、「従うべき基準」とする。 

・ 指定介護老人福祉施設の指定に関する基準のうち、指定対象となる施設及びその入所定員に係

る基準（86条１項）を、条例（制定主体は都道府県、指定都市及び中核市）に委任する。 

条例制定の基準については、「従うべき基準」とする。 

・ 本大綱別紙２により、都道府県知事が処理している指定居宅サービス事業者、指定介護予防サ

ービス事業者、指定介護老人福祉施設及び指定介護療養型医療施設の指定並びに介護老人保健施

設の開設の許可については、指定都市及び中核市へ移譲することにともない、指定居宅サービス

及び指定介護予防サービスに従事する従業者の員数に関する基準（74条１項、115条の４第１項）、

当該サービスの事業の設備及び運営に関する基準（74条２項、115条の４第２項）並びに指定介

護老人福祉施設、介護老人保健施設及び指定介護療養型医療施設が有する従業者の員数に関する

基準（88条１項、97条２項（ただし、医師及び看護師を除く。）、110条１項）並びに当該施設の

設備及び運営に関する基準（88 条２項、97 条１項（ただし、療養室、診療室及び機能訓練室を

除く。）及び３項、110条２項）を、条例（制定主体は指定都市及び中核市）に委任する。 

  条例制定の基準については、「地域主権改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律

案」により改正することとなる改正後の介護保険法に基づき都道府県が制定する条例に対する基

準と同様とする。 

 

（１６）障害者自立支援法（平 17法 123）            

・ 指定障害福祉サービス事業者の指定に関する基準のうち、申請者の法人格の有無に係る基準（36

条３項１号）を、条例（制定主体は都道府県、指定都市及び中核市）に委任する。 

  条例制定の基準については、「従うべき基準」とする。 

・ 本大綱別紙２により、都道府県知事が処理している指定障害福祉サービス事業者及び指定障害

者支援施設の指定については、指定都市及び中核市へ移譲することにともない、指定障害福祉サ

ービスに従事する従業者に関する基準（43 条１項）、当該サービスの事業の設備及び運営に関す

る基準（同条２項）、指定障害者支援施設が有する従業者に関する基準（44 条１項）並びに当該

施設の設備及び運営に関する基準（同条２項）を、条例（制定主体は指定都市及び中核市）に委

任する。 

  条例制定の基準については、「地域主権改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律

案」により改正することとなる改正後の障害者自立支援法に基づき都道府県が制定する条例に対

する基準と同様とする。 

 

なお、本大綱別紙２において、児童福祉施設の設置認可等、第一種社会福祉事業の許可等、養護

老人ホーム及び特別養護老人ホームの設置認可等並びに指定居宅サービス事業者等の指定等につ

いて、基礎自治体の実態把握を行った上で、移譲に向けた具体的対応策を年内に得られた場合には、

権限移譲を行うこととしていることから、その場合には、新たに認可、許可及び指定等を行うこと

となる地方公共団体が当該施設の基準及びサービス事業者等の指定要件等の基準を条例で制定す

るための所要の法改正を行うものとする。  

また、食品衛生法、医療法、生活保護法、社会福祉法、介護保険法及び障害者自立支援法におけ
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る施設等に関する基準の条例への委任については、法施行の状況等を踏まえ、国の基準の在り方を

再検討する。 

 

 

２ 協議、同意、許可・認可・承認の見直し 

 

〔厚生労働省〕 

 

（４）社会福祉法（昭 26法 45） 

・ 町村の福祉に関する事務所の設置又は廃止に係る都道府県知事への同意を要する協議（14条８

項）は、同意を要しない協議とする。 

・ 市町村の社会福祉事業の経営に必要な資金を得るための寄附金の募集に係る都道府県知事の許

可（73条１項）は、廃止する。 

 

（５）職業能力開発促進法（昭 44法 64） 

・ 都道府県の職業能力開発短期大学校等の設置及び市町村の職業能力開発校の設置に係る厚生労

働大臣への同意を要する協議（16条３項）は、廃止する。 

・ 事業主等の行う高度職業訓練が基準に適合する旨の都道府県知事の認定及びその取消しに係る

厚生労働大臣への同意を要する協議（24条４項）は、廃止する。 

 

（６）中小企業における労働力の確保及び良好な雇用の機会の創出のための雇用管理の改善の促進

に関する法律（平 3法 57） 

・ 労働者の募集に係る労働条件その他の募集の内容が記載されている改善計画の認定について、

都道府県知事が行う厚生労働大臣への同意を要する協議（４条４項）に関し、当該計画の内容の

うち、改善事業の目標、内容、実施時期並びに改善事業を実施するために必要な資金の額及びそ

の調達方法（同条２項１号から４号）に係る厚生労働大臣への同意を要する協議は、廃止する。 

 

 

３ 計画等の策定及びその手続の見直し 

 

〔厚生労働省〕 

 

（１４）地域保健法（昭 22法 101） 

・ 都道府県の人材確保支援計画の内容のうち、特定町村の地域保健対策を円滑に実施するための

人材の確保又は資質の向上の基本的方針に関する事項及び特定町村の地域保健対策を円滑に実

施するための人材の確保又は資質の向上に関し都道府県が必要と認める事項に係る規定（21条２

項２号及び４号）は、廃止、例示化又は目的程度の内容へ大枠化する。 

 

（１５）児童福祉法（昭 22法 164） 

・ 都道府県の児童委員の研修に関する計画の作成義務に係る規定（18 条の２）は、廃止、「でき
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る」規定化又は努力義務化する。 

・ 特定市町村の市町村保育計画及び特定都道府県の都道府県保育計画の公表に係る規定（56条の

８第３項及び 56条の９第３項）は、廃止又は努力・配慮義務化する。 

・ 特定市町村の市町村保育計画及び特定都道府県の都道府県保育計画の実施の状況の公表に係る

規定（56条の８第４項及び 56条の９第５項）は、廃止又は努力・配慮義務化し、当該公表の方

法に係る規定（同項）は、廃止又は例示化する。 

 

（１６）民生委員法（昭 23法 198） 

・ 都道府県の民生委員の指導訓練に関する計画の樹立義務に係る規定（18 条）は、廃止、「でき

る」規定化又は努力義務化する。 

 

（１７）社会福祉法（昭 26法 45） 

・ 都道府県並びに指定都市及び中核市の長が指導監督を行うために必要な計画の樹立義務に係る

規定（20条）は、廃止、「できる」規定化又は努力義務化する。 

・ 市町村地域福祉計画を策定又は変更する場合における住民の意見を反映させるために必要な措

置に係る規定（107条）は、廃止又は努力・配慮義務化する。 

・ 都道府県地域福祉支援計画を策定又は変更する場合における公聴会の開催等住民その他の者の

意見を反映させるために必要な措置に係る規定（108条）は、廃止又は努力・配慮義務化する。 

・ 市町村地域福祉計画及び都道府県地域福祉支援計画の公表に係る規定（107 条、108 条）は、

廃止又は努力・配慮義務化する。 

 

（１８）安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法律（昭 31法 160） 

・ 都道府県献血推進計画の公表に係る規定（10条５項）は、廃止又は努力・配慮義務化する。 

 

（１９）国民健康保険法（昭 33法 192） 

・ 指定市町村の国民健康保険事業の運営の安定化に関する計画の策定義務に係る規定（68条の２

第３項）は、廃止する。 

[措置済み（医療保険制度の安定的運営を図るための国民健康保険法等の一部を改正する法律（平

22法 35））] 

 

（２０）老人福祉法（昭 38法 133） 

・ 市町村老人福祉計画の内容のうち、老人福祉事業の量の確保のための方策及びその他老人福祉

事業の供給体制の確保に関し必要な事項に係る規定（20 条の８第２項２号及び３号）は、廃止、

例示化又は目的程度の内容へ大枠化する。  

・ 市町村老人福祉計画を策定する場合における勘案すべき事情に係る規定（20条の８第５項）は、

廃止、例示化又は目的程度の内容へ大枠化する。 

・ 市町村老人福祉計画を策定又は変更する場合における都道府県の意見の聴取に係る規定（20

条の８第８項）に関し、当該計画の内容のうち、老人福祉事業の量の確保のための方策及び供給

体制の確保に関し必要な事項（同条２項２号及び３号）に係る都道府県の意見の聴取は、廃止す

る。 
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・ 都道府県老人福祉計画の内容のうち、老人福祉施設の整備及び老人福祉施設相互間の連携のた

めに講ずる措置に関する事項、老人福祉事業に従事する者の確保又は資質の向上のために講ずる

措置に関する事項並びにその他老人福祉事業の供給体制の確保に関し必要な事項に係る規定（20

条の９第２項２号から４号）は、廃止、例示化又は目的程度の内容へ大枠化する。 

 

（２１）母子及び寡婦福祉法（昭 39法 129） 

・ 都道府県等の母子家庭及び寡婦自立促進計画を策定又は変更する場合における母子福祉団体以

外の関係者の意見を反映させるために必要な措置に係る規定（12条１項）は、廃止又は努力・配

慮義務化する。 

・ 母子家庭及び寡婦自立促進計画の公表に係る規定（12条１項）は、廃止又は努力・配慮義務化

する。 

 

（２２）職業能力開発促進法（昭 44法 64） 

・ 都道府県職業能力開発計画の策定義務に係る規定（７条１項）は、廃止、「できる」規定化又

は努力義務化する。 

・ 都道府県職業能力開発計画の案を作成する場合における事業主及び労働者以外の関係者の意見

を反映させるために必要な措置に係る規定（７条２項）は、廃止又は努力・配慮義務化する。 

・ 都道府県職業能力開発計画の内容に係る規定（７条３項により準用する５条２項）は、廃止、

例示化又は目的程度の内容へ大枠化する。 

・ 都道府県職業能力開発計画の公表に係る規定（７条３項により準用する５条６項）は、廃止又

は努力・配慮義務化する。 

 

（２３）勤労青少年福祉法（昭 45法 98） 

・ 都道府県勤労青少年福祉事業計画の内容に係る規定（７条３項により準用する６条２項）は、

廃止、例示化又は目的程度の内容へ大枠化する。 

・ 都道府県勤労青少年福祉事業計画の概要の公表に係る規定（７条３項により準用する６条５項）

は、廃止又は努力・配慮義務化する。 

 

（２４）高齢者の医療の確保に関する法律（昭 57法 80） 

・ 都道府県医療費適正化計画の内容のうち、住民の健康の保持の推進に係る目標に関する事項、

医療の効率的な提供に係る目標に関する事項、目標達成のために都道府県が取り組むべき施策に

関する事項、目標達成のための保険者、医療機関その他の関係者の連携及び協力に関する事項並

びに当該都道府県における医療に要する費用の調査及び分析に関する事項並びに計画の達成状

況の評価に関する事項並びに医療費適正化の推進のために都道府県が必要と認める事項に係る

規定（９条２項１号から５号、７号及び８号）は、廃止、例示化又は目的程度の内容へ大枠化す

る。 

・ 都道府県医療費適正化計画の公表に係る規定（９条５項）は、廃止又は努力・配慮義務化する。 

 

（２５）地域雇用開発促進法（昭 62法 23） 

・ 都道府県の地域雇用開発計画の内容のうち、雇用開発促進地域における労働力の需給状況その
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他雇用の動向に関する事項及び雇用開発促進地域の地域雇用開発の目標に関する事項に係る規

定（５条２項２号及び３号）は、廃止、例示化又は目的程度の内容へ大枠化する。 

・ 市町村又は都道府県の地域雇用創造計画の内容のうち、自発雇用創造地域における労働力の需

給状況その他雇用の動向に関する事項、自発雇用創造地域の地域雇用開発の目標に関する事項及

び地域雇用創造協議会に関する事項に係る規定（６条２項２号、３号及び５号）は、廃止、例示

化又は目的程度の内容へ大枠化する。 

・ 市区町村の長（特別区の区長を含む。）又は都道府県知事が地域雇用創造計画の案を作成する

場合における地域雇用創造協議会の議を経る義務に係る規定（６条３項）は、廃止又は努力・配

慮義務化する。 

・ 市区町村の長が地域雇用創造計画の案を作成する場合における関係都道府県知事の意見の聴取

（６条４項）は、廃止する。 

 

（２６）地域における公的介護施設等の計画的な整備等の促進に関する法律（平元法 64） 

・ 市町村整備計画の内容のうち、日常生活圏域ごとの当該区域又は当該市町村の区域における公

的介護施設等の整備に関する目標、目標を達成するために日常生活圏域又は当該市町村の区域に

おいて実施する必要があるものとして厚生労働省令で定める事業及びその他厚生労働省令で定

める事項に係る規定（４条２項１号（計画期間に係る部分を除く。）、２号ハ及び３号）は、廃止、

例示化又は、目的程度の内容へ大枠化する。  

・ 市町村整備計画の公表に係る規定（４条４項）は、廃止又は努力・配慮義務化する。 

 

（２７）水道原水水質保全事業の実施の促進に関する法律（平 6法 8） 

・ 都道府県計画の内容のうち、地域水道原水水質保全事業の実施に際し配慮すべき重要事項に係

る規定（５条４項５号）は、廃止、例示化又は目的程度の内容へ大枠化する。 

・ 都道府県計画の公表に係る規定（５条８項）は、廃止又は努力・配慮義務化する。 

 

（２８）林業労働力の確保の促進に関する法律（平 8法 45）（農林水産省と共管） 

・ 都道府県の林業労働力の確保の促進に関する基本計画の内容のうち、林業における経営及び雇

用の動向に関する事項、林業労働力の確保の促進に関する方針並びにその他林業労働力の確保の

促進に関する事項に係る規定（４条２項１号、２号及び５号）は、廃止、例示化又は目的程度の

内容へ大枠化する。 

 

（２９）介護保険法（平 9法 123） 

・ 市町村介護保険事業計画の内容のうち、各年度における介護給付等対象サービスの種類ごとの

見込量の確保のための方策、各年度における地域支援事業に要する費用の額及び地域支援事業の

見込量の確保のための方策、指定居宅サービスの事業、指定地域密着型サービスの事業又は指定

居宅介護支援の事業を行う者相互間の連携の確保に関する事業その他の介護給付等対象サービ

ス（介護給付に係るものに限る。）の円滑な提供を図るための事業に関する事項、指定介護予防

サービスの事業、指定地域密着型介護予防サービスの事業又は指定介護予防支援の事業を行う者

相互間の連携の確保に関する事業その他の介護給付等対象サービス（予防給付に係るものに限

る。）の円滑な提供及び地域支援事業の円滑な実施を図るための事業に関する事項並びにその他
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介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を図るために市町村が必要と認める事項に係る規定

（117 条２項１号、２号（量の見込みに係る部分を除く。）、３号から５号）は、廃止、例示化又

は目的程度の内容へ大枠化する。 

・ 市町村介護保険事業計画を策定又は変更する場合における都道府県の意見の聴取に係る規定

（117 条７項）に関し、当該計画の内容のうち、各年度における介護給付等対象サービスの種類

ごとの見込量の確保のための方策、各年度における地域支援事業に要する費用の額及び地域支援

事業の見込量の確保のための方策、指定居宅サービスの事業、指定地域密着型サービスの事業又

は指定居宅介護支援の事業を行う者相互間の連携の確保に関する事業その他の介護給付等対象

サービス（介護給付に係るものに限る。）の円滑な提供を図るための事業に関する事項、指定介

護予防サービスの事業、指定地域密着型介護予防サービスの事業又は指定介護予防支援の事業を

行う者相互間の連携の確保に関する事業その他の介護給付等対象サービス（予防給付に係るもの

に限る。）の円滑な提供及び地域支援事業の円滑な実施を図るための事業に関する事項並びにそ

の他介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を図るために市町村が必要と認める事項（同条２

項１号、２号（量の見込みに係る部分を除く。）、３号から５号）に係る都道府県の意見の聴取は、

廃止する。 

・ 都道府県介護保険事業支援計画の内容のうち、介護保険施設その他の介護給付等対象サービス

を提供するための施設における生活環境の改善を図るための事業に関する事項、介護サービス情

報の公表に関する事項、介護支援専門員その他の介護給付等対象サービス及び地域支援事業に従

事する者の確保又は資質の向上に資する事業に関する事項、介護保険施設相互間の連携の確保に

関する事業その他の介護給付等対象サービスの円滑な提供を図るための事業に関する事項並び

にその他介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を支援するために都道府県が必要と認める

事項に係る規定（118 条第２項２号から６号）は、廃止、例示化又は目的程度の内容へ大枠化す

る。 

 

（３０）感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平 10法 114） 

・ 都道府県の予防計画の内容のうち、感染症に関する研究の推進、人材の養成、知識の普及その

他地域の実情に即した感染症の予防のための施策に関する重要事項に係る規定（10 条２項４号）

は、廃止、例示化又は目的程度の内容へ大枠化する。 

・ 予防計画の公表に係る規定（10条５項）は、廃止又は努力・配慮義務化する。 

 

（３１）健康増進法（平 14法 103） 

・ 都道府県健康増進計画及び市町村健康増進計画の公表に係る規定（８条３項）は、廃止又は努

力・配慮義務化する。 

 

（３２）次世代育成支援対策推進法（平 15法 120） 

・ 市町村行動計画及び都道府県行動計画の公表に係る規定（８条５項及び９条５項）は、廃止又

は努力・配慮義務化する。 

・ 市町村行動計画及び都道府県行動計画に基づく措置の実施の状況の公表に係る規定（８条６項

及び９条６項）は、廃止又は努力・配慮義務化し、当該公表の方法に係る規定（同項）は、廃止

又は例示化する。 
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（３３）障害者自立支援法（平 17法 123）             

・ 市町村障害福祉計画の内容のうち、各年度における指定障害福祉サービス又は指定相談支援の

種類ごとの必要な見込量の確保のための方策、地域生活支援事業の種類ごとの実施に関する事項

及びその他障害福祉サービス、相談支援及び市町村の地域生活支援事業の提供体制の確保に関し

必要な事項に係る規定（88条２項２号から４号）は、廃止、例示化又は目的程度の内容へ大枠化

する。 

・ 市町村障害福祉計画を策定又は変更する場合における住民の意見を反映させるために必要な措

置を講ずる義務に係る規定（88条５項）は、廃止又は努力・配慮義務化する。 

・ 市町村障害福祉計画を策定又は変更する場合における都道府県の意見の聴取に係る規定（88

条７項）に関し、当該計画の内容のうち、各年度における指定障害福祉サービス又は指定相談支

援の種類ごとの必要な見込量の確保のための方策、地域生活支援事業の種類ごとの実施に関する

事項並びにその他障害福祉サービス、相談支援及び市町村の地域生活支援事業の提供体制の確保

に関し必要な事項（同条２項２号から４号）に係る都道府県の意見の聴取は、廃止する。 

・ 都道府県障害福祉計画の内容のうち、都道府県が定める区域ごとの指定障害福祉サービス又は

指定相談支援の種類ごとの必要な見込量の確保のための方策及び指定障害福祉サービス又は指

定相談支援に従事する者の確保又は資質の向上のために講ずる措置に関する事項、指定障害者支

援施設の施設障害福祉サービスの質の向上のために講ずる措置に関する事項、地域生活支援事業

の種類ごとの実施に関する事項並びにその他障害福祉サービス、相談支援及び都道府県の地域生

活支援事業の提供体制の確保に関し必要な事項に係る規定（89条２項２号、３号及び５号から７

号）は、廃止、例示化又は目的程度の内容へ大枠化する。 

 

（３４）がん対策基本法（平 18法 98） 

・ 都道府県がん対策推進計画の公表に係る規定（11条３項）は、廃止又は努力・配慮義務化する。 

・ 都道府県がん対策推進計画に関し、少なくとも５年ごとに検討を加え、必要があると認めると

きにこれを変更する義務に係る規定（11 条４項）は、廃止、「できる」規定化又は努力義務化す

る。 

 

（３５）救急医療用ヘリコプターを用いた救急医療の確保に関する特別措置法（平 19法 103） 

・ 都道府県が医療計画に救急医療用ヘリコプターを用いた救急医療の確保について定める場合の

当該医療計画の内容のうち、都道府県において達成すべき救急医療用ヘリコプターを用いた救急

医療の確保に係る目標に関する事項及び関係者の連携に関する事項に係る規定（５条１項１号及

び３号）は、廃止、例示化又は目的程度の内容へ大枠化する。 

 

 

なお、上記１から３の義務付け･枠付けの見直しに伴い、地方公共団体においては、今後、条例

の制定・改正作業、国等による関与の見直しによる事務処理方法の変更及び計画策定業務の変更等

への対処が必要となることから、政府は、適時の事前情報提供（地方自治法第 263条の３第５項に

規定する措置）を行った上で関係する政省令等を速やかに改正する等地方公共団体の円滑な事務処

理のため適切に対応する。 
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別紙２ 基礎自治体への権限移譲の具体的措置 

 

 

１ 権限移譲を行うもの 

 

（１）すべての市町村へ移譲する事務 

 

〔厚生労働省〕 

 

② 身体・知的障害者相談員への委託による相談対応、援助 

ア 都道府県知事並びに指定都市及び中核市の長が処理している身体障害者相談員への委

託による身体に障害のある者の相談への対応及び身体に障害のある者の更生のための援

助（身体障害者福祉法（昭 24 法 283）12 条の３第１項）については、すべての市町村へ

移譲する。なお、これらの事務（指定都市及び中核市の長が処理するものを除く。）に関

して、広域的に行う必要があるものについては、都道府県知事が自らその事務を行うこと

を妨げないこととする。 

イ 都道府県知事並びに指定都市及び中核市の長が処理している知的障害者相談員への委

託による知的障害者等の相談への対応及び知的障害者の更生のための援助（知的障害者福

祉法（昭 35法 37）15条の２第１項）については、すべての市町村へ移譲する。なお、こ

れらの事務（指定都市及び中核市の長が処理するものを除く。）に関して、広域的に行う

必要があるものについては、都道府県知事が自らその事務を行うことを妨げないこととす

る。 

 

③ 未熟児の訪問指導等 

都道府県並びに保健所設置市及び特別区が処理している低体重児の届出の受理、未熟児の

訪問指導及び未熟児養育医療の給付等（母子保健法（昭 40法 141）18条、19条１項、20条

１項）については、すべての市町村へ移譲する。 

 

④ 育成医療の支給認定等 

都道府県並びに指定都市及び中核市が処理している育成医療に係る自立支援医療費の支

給の認定及び自立支援医療費の支給（障害者自立支援法（平 17法 123）54条 1項、58条 1

項）については、すべての市町村へ移譲する。 

 

 

（２）すべての市へ移譲する事務 

 

〔厚生労働省〕 

 

② 墓地、納骨堂及び火葬場の経営許可、立入検査、使用禁止命令等 

ア 都道府県知事並びに指定都市及び中核市の長が処理している墓地、納骨堂及び火葬場の
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経営の許可、墓地の区域、納骨堂及び火葬場の施設の変更、墓地、納骨堂及び火葬場の廃

止の許可並びにこれらの許可の取消し（墓地、埋葬等に関する法律（昭 23法 48）10条１

項及び２項、19条）については、すべての市へ移譲する。 

イ 都道府県知事並びに指定都市、中核市及び保健所設置市の長が処理している火葬場への

立入検査並びに墓地、納骨堂及び火葬場への報告の要求並びに施設の整備改善、使用制限

及び禁止命令（墓地、埋葬等に関する法律 18条１項、19条）については、すべての市へ

移譲する。 

 

③ 社会福祉法人の定款の認可、報告徴収、検査、業務停止命令等 

都道府県知事並びに指定都市及び中核市の長が処理している社会福祉法人に関する定款

の認可、報告の徴収及び検査、業務停止命令等並びに解散命令（社会福祉法（昭 26法 45）

31条 1項、56条 1項、3項及び 4項）については、主たる事務所が市の区域内にある社会福

祉法人であってその行う事業が当該市の区域を越えないものに関するものに限り、すべての

市へ移譲する。 

 

④ 簡易専用水道の給水停止命令、報告徴収、立入検査 

都道府県知事並びに保健所設置市及び特別区の長が処理している簡易専用水道の給水停

止命令並びに簡易専用水道設置者からの報告の徴収及び立入検査（水道法（昭 32法 177）37

条、39条３項）については、すべての市へ移譲する。 

 

〔経済産業省、財務省、国税庁、厚生労働省、農林水産省、国土交通省〕 

 

⑨ 緑地面積率等に係る地域準則の策定、特定工場新設の届出受理、変更命令等 

ア 都道府県及び指定都市の条例による緑地面積率等に係る地域準則の制定（工場立地法

（昭 34法 24）４条の２第１項）については、すべての市へ移譲する。 

イ 都道府県知事及び指定都市の長が処理している特定工場の新設に関する届出の受理、設

置の場所等に係る必要な事項の勧告及び変更命令（工場立地法６条１項、９条１項及び２

項、10条１項）については、すべての市へ移譲する。 

 

〔経済産業省、財務省、厚生労働省、農林水産省、国土交通省〕 

 

⑩ 商店街整備計画、店舗集団化計画、共同店舗等整備計画等の認定等 

都道府県知事が処理している商店街整備計画、店舗集団化計画、共同店舗等整備計画及び

商店街整備等支援計画の認定並びに報告の徴収（中小小売商業振興法（昭 48法 101）４条１

項、２項、３項及び６項、13条１項）については、すべての市へ移譲する。 

 

 

（４）指定都市及び中核市へ移譲する事務 

 

〔厚生労働省〕 
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① 有料老人ホーム設置の届出受理、立入検査、改善命令 

都道府県知事が処理している有料老人ホーム設置の届出の受理、報告の徴収及び立入検査

並びに改善命令（老人福祉法（昭 38法 133）29条１項、29条７項及び９項）については、

指定都市及び中核市へ移譲する。 

 

② 指定居宅サービス事業者等の指定等、報告命令、立入検査等 

ア 都道府県知事が処理している指定居宅サービス事業者、指定介護老人福祉施設及び指定

介護療養型医療施設の指定並びに介護老人保健施設の開設の許可（介護保険法（平９法

123）41 条１項、48 条１項、94 条１項）については、指定都市及び中核市へ移譲する。

なお、介護専用型特定施設入居者生活介護及び混合型特定施設入居者生活介護に係る指定

居宅サービス事業者の指定、指定介護療養型医療施設の指定並びに介護老人保健施設の許

可に際して都道府県知事の同意を要することとする。 

イ 都道府県知事が処理している指定居宅サービス事業者等、指定介護老人福祉施設の開設

者等、介護老人保健施設の開設者等及び指定介護療養型医療施設の開設者等に対する報告

の命令及び立入検査等、指定居宅サービス事業者、指定介護老人福祉施設の開設者、介護

老人保健施設の開設者及び指定介護療養型医療施設の開設者に対する勧告に係る措置の

命令並びに指定居宅サービス事業者、指定介護老人福祉施設、介護老人保健施設及び指定

介護療養型医療施設の指定の取消し等（介護保険法 76条１項、76条の２第３項、77条１

項、90条１項、91条の２第３項、92条１項、100条１項、103条３項、104条１項、112

条１項、113条の２第３項、114条１項）については、指定都市及び中核市へ移譲する。 

 

③ 指定障害福祉サービス事業者等の指定、報告命令、立入検査等 

ア 都道府県知事が処理している指定障害福祉サービス事業者及び指定障害者支援施設の

指定並びに指定相談支援事業者の指定（障害者自立支援法（平 17 法 123）29 条１項、32

条１項）については、指定都市及び中核市へ移譲する。なお、これらの指定に際して都道

府県知事の同意を要することとする（指定障害福祉サービス事業者の指定については、特

定障害福祉サービスに係るものに限る。）。 

イ 都道府県知事が処理している指定障害福祉サービス事業者等、指定障害者支援施設の設

置者等及び指定相談支援事業者等に対する報告の命令及び立入検査等、指定障害福祉サー

ビス事業者、指定障害者支援施設の設置者及び指定相談支援事業者に対する勧告並びに指

定障害福祉サービス事業者、指定障害支援施設及び指定相談支援事業者の指定の取消し等

（障害者自立支援法 48条 1項、３項及び４項、49条１項、２項及び３項、50条１項、３

項及び４項）については、指定都市及び中核市へ移譲する。 

 

 

（６）保健所設置市及び特別区へ移譲する事務 

 

〔厚生労働省〕 
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① 理容所の衛生措置基準の設定等 

都道府県の条例による理容所以外の場所で理容の業務を行うことができる場合並びに理

容の業及び理容所に係る衛生措置基準の制定（理容師法（昭 22法 234）６条の２、９条、12

条）については、保健所設置市及び特別区へ移譲する。 

 

② 興行場の衛生措置基準の設定等 

都道府県の条例による興行場の構造設備等及び衛生措置の基準の制定（興行場法（昭 23

法 137）２条２項、３条２項）については、保健所設置市及び特別区へ移譲する。 

 

③ 旅館の構造設備基準及び衛生措置基準の設定等 

ア 都道府県並びに指定都市及び中核市の条例による施設の構造設備の基準の制定（旅館業

法（昭 23法 138）３条２項）については、保健所設置市及び特別区へ移譲する。 

イ 都道府県の条例による社会教育施設で学校及び児童福祉施設に類するもの、衛生措置の

基準並びに宿泊を拒むことができる事由の制定（旅館業法３条３項、４条２項、５条）に

ついては、保健所設置市及び特別区へ移譲する。 

 

④ 公衆浴場の衛生等措置基準の設定等 

都道府県の条例による公衆浴場の配置基準並びに衛生及び風紀に必要な措置の基準の制

定（公衆浴場法（昭 23法 139）２条３項、３条２項）については、保健所設置市及び特別区

へ移譲する。 

 

⑤ クリーニング業者が講ずべき措置の基準設定 

都道府県の条例によるクリーニング業を営む者が講ずべき措置の基準の制定（クリーニン

グ業法（昭 25法 207）３条３項）については、保健所設置市及び特別区へ移譲する。 

 

⑥ 毒物・劇物業務上取扱者の届出受理、廃棄物の回収命令、立入検査等 

都道府県知事が処理している業務上取扱者の届出の受理、廃棄物の回収等の命令、報告の

徴収、店舗等への立入検査及び毒物劇物等の収去、不適当な毒物劇物取扱責任者の変更命令

並びに違反していると認める業務上取扱者に対する必要な措置の命令（毒物及び劇物取締法

（昭 25法 303）22条１項、22条４項において準用する 15条の３、17条２項及び 19条３項、

22条５項において準用する 17条２項、22条６項）については、保健所設置市及び特別区へ

移譲する。 

 

⑦ 美容所の衛生措置基準の設定等 

都道府県の条例による美容所以外の場所で美容の業務を行うことができる場合並びに美

容の業及び美容所に係る衛生措置基準の制定（美容師法（昭 32法 163）７条、８条、13条）

については、保健所設置市及び特別区へ移譲する。 

 

⑧ 薬局の開設の許可、製造販売業等の許可、薬局開設者等からの報告徴収、立入検査等 

都道府県知事が処理している薬局の開設の許可、薬局製造販売医薬品の製造販売業の許可、
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薬局製造販売医薬品の製造業の許可、薬局開設者等からの報告徴収及び立入検査、薬局開設

者等に対する廃棄等の措置命令、構造設備の改善命令及び使用禁止命令並びに業務停止命令

及び許可の取消し（薬事法（昭 35法 145）４条１項、12条１項、13条１項、69条２項、70

条１項、72条４項、75条１項）については、保健所設置市及び特別区へ移譲する。 

 

⑨ 結核指定医療機関の指定、報告徴収、立入検査等 

都道府県知事並びに指定都市及び中核市の長が処理している結核指定医療機関の指定、指

定の取消し、報告の徴収及び立入検査（感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関す

る法律（平 10法 114）38条２項及び９項、43条１項）については、保健所設置市及び特別

区へ移譲する。 

 

※ 上記１に掲げる事務に付随する事務については、この別紙に掲げられていないものも含め、

上記１に掲げる事務とともに都道府県から市町村への権限移譲を行うものとする。 

 

 

２ 基礎自治体の実態把握を行った上で、移譲に向けた具体的対応策を年内に得られた場合には、

権限移譲を行うもの 

 

〔厚生労働省〕 

 

① 児童福祉施設の設置認可等（児童福祉法（昭 22法 164）35条４項等）［特例市又はすべて

の市へ移譲］ 

② 身体障害者手帳の交付（身体障害者福祉法（昭 24法 283）15条４項）［すべての市へ移譲］ 

③ 第一種社会福祉事業の許可等（社会福祉法（昭 26法 45）62条１項等）［すべての市へ移

譲］ 

④ 専用水道の給水開始の届出受理等（水道法（昭 32法 177）34条１項）［すべての市へ移譲］ 

⑤ 養護老人ホーム、特別養護老人ホームの設置認可等（老人福祉法（昭 38法 133）15条４

項等）［すべての市へ移譲］ 

⑥ 有料老人ホーム設置の届出受理等（老人福祉法（昭 38法 133）29条１項等）［すべての市

へ移譲］ 

⑦ 母子･寡婦福祉資金の貸付（母子及び寡婦福祉法（昭 39法 129）13条等）［すべての市へ

移譲］ 

⑧ 指定居宅サービス事業者等の指定等（介護保険法（平９法 123）41条１項等）［すべての

市へ移譲］ 

 

 

 



義務付け・枠付けの更なる見直しについて（厚生労働省関係部分抜粋） 

 

平成２３年１１月２９日 

          閣 議 決 定 

１ 義務付け・枠付けの見直しのこれまでの取組 

 
義務付け・枠付けの見直しについては、これまで地方分権改革推進委員会第２次勧告（平成 20年

12 月）で示された 4,076 条項について、重点分野を定め、分野ごとに義務付け・枠付けの存置が許

容される類型に該当しない事項の見直しを進めてきたところである。 

「地方分権改革推進計画」（平成 21 年 12 月 15 日閣議決定。第１次見直し）及び「地域主権戦略

大綱」（平成 22 年６月 22 日閣議決定。第２次見直し）に基づくこれまでの見直しにおいては、「施

設・公物設置管理の基準」、「協議、同意、許可・認可・承認」及び「計画等の策定及びその手続」

の３分野等に係る 1,216 条項のうち、同第３次勧告（平成 21 年 10 月）において許容類型に該当せ

ず見直すべきとされた 889条項のうち 636条項、その他の事項９条項の見直しを決定した。 

また、同第２次勧告で示された条項以外でも、地方債協議制度や地方から国等への寄附禁止規定

の見直しを含む 21条項の見直しも行ったところである。 

これらの見直しについては、「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関

係法律の整備に関する法律」（平成 23年法律第 37号。第１次一括法）、「地域の自主性及び自立性を

高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律」（平成 23 年法律第 105 号。第

２次一括法）等の成立により、所要の法律の整備が行われ、地方自治体において必要な条例制定の

準備が進むなど改革の実行の段階にある。 

 

 
２ 今般の義務付け・枠付けの見直し 

 
今般の義務付け・枠付けの見直し（第３次見直し）としては、「地方からの提言等に係る事項」、「通

知・届出・報告、公示・公告等」及び「職員等の資格・定数等」の３分野に係る 1,212 条項を対象

に許容類型を設定し、それに該当しない事項等の見直しについて地域主権戦略会議を中心に関係府

省とともに取り組んできたところである。 

この第３次見直しにおいては、別紙に掲げる事項について必要な法制上その他の措置を講じるこ

ととし、これらの条項のうち、法律の改正により措置すべき事項については、所要の一括法案等を

平成 24 年通常国会に提出する。 

 
 

３ 今後の取組 

 
第１次見直しから第３次見直しまでの取組により、4,076条項のうち 2,428 条項が検討の対象とな

り、また、地方自治体から提言等のあった事項については全て検討の対象とし、一定の見直しがな



された。残された 1,648 条項の義務付け・枠付けについては、その見直しに向けて引き続き取り組

んでいく。その見直しの手法としては、各条項の内容は多岐にわたるものであることから、これま

でのように、重点分野を定めて見直しを行う方式ではなく、地方からの地域の実情に即した具体的

な提案を受けて、個別の義務付け・枠付けの見直しを検討することにより進めることとする。 

その際、これまで検討したものの見直しに至らなかった事項や、更には 4,076 条項以外の義務付

け・枠付けについても検討の対象とし、見直しを進める。今後の見直しの具体的方法については、

地域主権戦略会議で検討を行っていくこととする。 

  



別紙 

１ 地方からの提言等に係る事項 

 
 [厚生労働省] 

 

（３）保健師助産師看護師法（昭 23法 203） 

 ・ 都道府県知事が行う准看護師試験の事務（18 条）については、地方自治法（昭 22 法 67）に

規定する事務委託の制度の対象であり、他の都道府県に試験の事務を委託することができる旨

を周知する。 

 

（４）介護保険法（平 9法 123） 

・ 指定居宅介護支援事業者及び指定介護予防支援事業者が有する従業者の員数に関する基準（81

条１項、115条の 24第１項）並びに支援の事業の運営に関する基準及び介護予防のための効果

的な支援の方法に関する基準（81条２項、115 条の 24第２項）を、条例（制定主体は、指定居

宅介護支援事業者の基準については都道府県、指定都市及び中核市、指定介護予防支援事業者

の基準については市町村）に委任する。 

  条例制定の基準については、介護支援専門員等の従業者の資格に関する基準に係る規定、配

置する従業者の員数に関する基準に係る規定並びに利用者及びその家族に対する人権侵害の防

止等に係る規定は「従うべき基準」とし、その他の運営に関する基準及び介護予防のための効

果的な支援の方法に関する基準に係る規定は「参酌すべき基準」とする。 

・ 地域包括支援センターの包括的支援事業を実施するために必要なものに関する基準（115 条

の 45 第４項）を、条例（制定主体は、市町村）に委任する。 

  条例制定の基準については、保健師等の職員の資格に関する基準に係る規定、配置する職員

の員数に関する基準に係る規定は「従うべき基準」とし、その他の基準に係る規定は「参酌す

べき基準」とする。 

なお、介護保険法における基準の条例への委任については、法施行の状況等を踏まえ、国の

基準の在り方を再検討する。 

 

（５）障害者自立支援法（平 17法 123）  

・ 「居宅介護」（５条２項、28 条１項、29 条１項）は、居宅において行われる介護等のほか、

通院や官公署への移動のための外出時には「居宅介護」における「通院等介助」及び「通院等

乗降介助」を行うことができる。 

また、外出時の介護等については、市町村が地域生活支援事業として行う移動支援事業のほ

か、重度の肢体不自由者に対する「重度訪問介護」、重度の知的障害者及び精神障害者に対する

「行動援護」並びに平成 23 年 10 月から施行された重度の視覚障害者に対する「同行援護」に

より行うことができる。 

 
  



２ 通知・届出・報告、公示・公告等 

 

 [厚生労働省] 

 

（１３）食品衛生法（昭 22法 233）（消費者庁と共管） 

・ 国及び都道府県等が行う食品衛生に関する監視又は指導の実施に関する指針の策定又は変更

（22 条）をした厚生労働大臣及び内閣総理大臣は、これを都道府県知事等に通知するものとす

る。 

 

（１４）医師法（昭 23法 201） 

・ 都道府県知事が医師免許の取消処分に係る行政手続法 24条１項の調書及び同条３項の報告書

の提出を受けた場合には当該調書及び報告書の写しを提出することとし、さらに当該処分の決

定について意見がある場合にはその意見を記載した意見書（７条８項）を提出することとする。 

・ 都道府県知事が医業の停止の命令に係る者に対する弁明の聴取を行った場合における当該処

分の決定についての報告書（７条 15項）は、意見があるときはその意見を記載することとする。 

 

（１５）歯科医師法（昭 23法 202） 

・ 都道府県知事が歯科医師免許の取消処分に係る行政手続法 24条１項の調書及び同条３項の報

告書の提出を受けた場合には当該調書及び報告書の写しを提出することとし、さらに当該処分

の決定について意見がある場合には意見を記載した意見書（７条８項）を提出することとする。 

・ 都道府県知事が歯科医業の停止の命令に係る者に対する弁明の聴取を行った場合における当

該処分の決定についての報告書（７条 15項）は、意見があるときはその意見を記載することと

する。 

 

（１６）保健師助産師看護師法（昭 23法 203） 

 ・ 都道府県知事が保健師等の免許の取消処分に係る行政手続法 24条１項の調書及び同条３項の

報告書の提出を受けた場合には当該調書及び報告書の写しを提出することとし、さらに当該処

分の決定について意見がある場合には意見を記載した意見書（15 条６項）を提出することとす

る。 

 ・ 都道府県知事が保健師等の業務の停止の命令に係る者に対する弁明の聴取を行った場合にお

ける当該処分の決定についての報告書（15条 13項）は、意見があるときはその意見を記載する

こととする。 

 

（１７）医療法（昭 23法 205） 

・ 都道府県知事が報告を受けた医療を受ける者が病院等の選択を適切に行うために必要な情報

又はその変更された情報の公表の方法（６条の３第５項）については、地域主権改革の推進の

観点も踏まえて検討し、平成 23年度内に結論を得る。 

・ 都道府県知事が提出を受けた地域医療支援病院に係る業務に関する報告書の内容の公表の方



法（12条の２第２項）については、地域主権改革の推進の観点も踏まえて検討し、平成 23年度

内に結論を得る。 

 （１８）クリーニング業法（昭 25法 207） 

・ 委任都道府県知事が指定試験機関に試験事務を行わせることとした場合又は行わせないこと

とした場合において指定試験機関から厚生労働大臣へ報告することとし、委任都道府県知事か

ら厚生労働大臣への報告に係る規定（７条の５第１項、７条の 16第２項）は、廃止する。 

 

（１９）社会福祉法（昭 26法 45） 

 ・ 市町村の社会福祉事業の経営に必要な資金を得るための寄附金の募集に係る都道府県知事へ

の書面の提出及び結果の報告（改正前の 73条１項、３項）は、廃止する。 

[措置済み（地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に

関する法律（平 23法 105））] 

 

（２０）あへん法（昭 29法 71） 

 ・ 都道府県知事がけしの栽培の許可に係る申請書を受理した場合における意見（12 条４項）は、

意見があるときは添付することとする。 

 

（２１）安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法律（昭 31法 160） 

・ 献血の推進に関する計画の策定又は変更（10 条）をした厚生労働大臣は、これを都道府県に

送付するものとする。 

 

（２２）薬剤師法（昭 35法 146） 

・ 都道府県知事が薬剤師免許の取消処分に係る行政手続法 24条１項の調書及び同条３項の報告

書の提出を受けた場合には当該調書及び報告書の写しを提出することとし、さらに当該処分の

決定について意見がある場合にはその意見を記載した意見書（８条９項）を提出することとす

る。 

・ 都道府県知事が薬剤師の業務の停止の命令に係る者に対する弁明の聴取を行った場合におけ

る当該処分の決定についての報告書（８条 16項）は、意見があるときはその意見を記載するこ

ととする。 

 

（２３）建築物における衛生的環境の確保に関する法律（昭 45法 20） 

・ 都道府県知事、保健所を設置する市の市長又は特別区の区長が特定建築物のうち政令で定め

るものに係る届出を受理した場合における都道府県労働局長への通知に係る規定（５条４項）

は、廃止する。 

 

（２４）高齢者の医療の確保に関する法律（昭 57法 80） 

・ 都道府県の都道府県医療費適正化計画の進捗状況に関する評価の結果の公表（11条１項）は、

廃止又は努力・配慮義務化する。 



・ 都道府県の都道府県医療費適正化計画の実績に関する評価の内容の公表（12 条２項）は、廃

止又は努力・配慮義務化する。 

（２５）食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律（平 2法 70） 

・ 委任都道府県知事が指定検査機関に食鳥検査の全部若しくは一部を行わせることとした場合

又はその全部若しくは一部を行わせないこととした場合において指定検査機関から厚生労働大

臣へ報告することとし、委任都道府県知事から厚生労働大臣への報告に係る規定（24 条１項、

34 条２項）は、廃止する。 

 

 
●以下に掲げる公示・公告等にあっては、官報や地方自治体の公報への掲載、新聞紙への掲載、掲

示場における掲示、インターネットの利用、刊行物の発行等のいかなる方法によっても、また、

以下に掲げる縦覧・閲覧にあっては、書面等による方法又はインターネットの利用等の電磁的記

録による方法のいかなる方法によっても、法的義務が充足されるものである。 

 
 [厚生労働省] 

 

（１１）児童福祉法（昭 22法 164） 

・ 都道府県等の助産施設の設置者等の情報の提供（22 条４項） 

・ 都道府県等の母子生活支援施設の設置者等の情報の提供（23条５項） 

・ 市町村の保育所の設置者等の情報の提供（24 条５項） 

・ 都道府県知事の指定知的障害児施設等の設置者に対し勧告に係る措置をとるべきことを命じ

た旨の公示（24条の 16第４項） 

・ 都道府県知事の指定知的障害児施設等の指定をした旨等の公示（24条の 18） 

・ 都道府県知事の施設の運営の状況等の公表（59条の２の５第２項） 

 

（１２）医療法（昭 23法 205） 

・ 病院等の管理者（地方自治体に限る。）の供する医療を受ける者が病院等の選択を適切に行う

ために必要な情報を記載した書面の閲覧（６条の３第１項） 

 

（１３）労働組合法（昭 24法 174） 

・ 都道府県労働委員会の審査の期間に関する目標の達成状況その他の審査の実施状況の公表（27

条の 18） 

 

（１４）社会福祉法（昭 26法 45） 

・ 都道府県知事の都道府県福祉人材センターの名称等又はその変更の公示（93 条２項、４項） 

・ 都道府県知事の都道府県福祉人材センターの指定を取り消した旨の公示（98 条２項） 

 

（１５）生活衛生関係営業の運営の適正化及び振興に関する法律（昭 32法 164） 



 ・ 都道府県知事の都道府県指導センターの名称及び事務所の所在地又は当該事務所の所在地の

変更の公示（57条の３第３項、第５項） 

 
（１６）老人福祉法（昭 38法 133） 

・ 都道府県知事の有料老人ホームの設置者に対し改善に必要な措置を採るべきことを命じた旨

の公示（29条 10項） 

 

（１７）介護保険法（平 9法 123） 

・ 都道府県知事の指定居宅サービス事業者に対し勧告に係る措置をとるべきことを命じた旨の

公示（76条の２第４項） 

・ 都道府県知事の指定居宅サービス事業者の名称等の公示（78条） 

・ 市町村長の指定地域密着型サービス事業者に対し勧告に係る措置をとるべきことを命じた旨

の公示（78条の９第４項） 

・ 市町村長の指定地域密着型サービス事業者の名称等の公示（78 条の 11） 

・ 都道府県知事の指定居宅介護支援事業者に対し勧告に係る措置をとるべきことを命じた旨の

公示（83条の２第４項） 

・ 都道府県知事の指定居宅介護支援事業者の名称等の公示（85条） 

・ 都道府県知事の指定介護老人福祉施設の開設者に対し勧告に係る措置をとるべきことを命じ

た旨の公示（91条の２第４項） 

・ 都道府県知事の指定介護老人福祉施設の開設者の名称等の公示（93条） 

・ 都道府県知事の介護老人保健施設の開設者に対し勧告に係る措置をとるべきこと等を命じた

旨の公示（103条４項） 

・ 都道府県知事の介護老人保健施設の開設者の名称等の公示（104 条の２） 

・ 都道府県知事の指定介護療養型医療施設の開設者に対し勧告に係る措置をとるべきことを命

じた旨の公示（113 条の２第４項） 

・ 都道府県知事の指定介護療養型医療施設の開設者の名称等の公示（115 条） 

・ 都道府県知事の指定介護予防サービス事業者に対し勧告に係る措置をとるべきことを命じた

旨の公示（115条の８第４項） 

・ 都道府県知事の指定介護予防サービス事業者の名称等の公示（115条の 10） 

・ 市町村長の指定地域密着型介護予防サービス事業者に対し勧告に係る措置をとるべきことを

命じた旨の公示（115条の 18第４項） 

・ 市町村長の指定地域密着型介護予防サービス事業者の名称等の公示（115 条の 20） 

・ 市町村長の指定介護予防支援事業者に対し勧告に係る措置をとるべきことを命じた旨の公示

（115 条の 28第４項） 

・ 市町村長の指定介護予防支援事業者の名称等の公示（115 条の 30） 

・ 都道府県知事の介護サービス情報の報告の内容等の公表（115 条の 35第３項） 

 

（１８）感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平 10法 114） 



・ 都道府県知事の感染症の発生の状況、動向及び原因に関する情報等の公表（16条 1項） 

 
（１９）障害者自立支援法（平 17法 123）  

・ 都道府県知事の指定事業者等に対し勧告に係る措置を採るべきことを命じた旨の公示（49 条

６項） 

・ 都道府県知事の指定障害福祉サービス事業者等の指定をした旨等の公示（51 条） 

・ 都道府県知事の指定自立支援医療機関の指定をした旨等の公示（69条） 

 
（２０）高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律（平 17法 124） 

・ 市町村の高齢者虐待対応協力者等の周知（18 条） 

・ 都道府県知事の養介護施設従事者等による高齢者虐待の状況等の公表（25 条） 

 
（２１）就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平 18法 77）

（文部科学省と共管） 

・ 都道府県知事の認定こども園に係る施設の名称及び所在地等又はそれらの変更の周知（６条

１項、７条２項） 

・ 都道府県知事の認定こども園に係る認定を取り消した旨の公表（10条２項） 

・ 都道府県知事のその設置する認定こども園に係る公示を取り消した旨の公示（10 条３項） 

 
  



３ 職員等の資格・定数等 

 

 [厚生労働省] 

 

（７）労働関係調整法（昭 21法 25） 

・ 都道府県労働委員会の仲裁委員会の委員の定数（31 条）は、３人以上の奇数とする。 

（８）児童福祉法（昭 22法 164） 

 ・ 児童福祉審議会の委員の定数（９条１項）は、条例（制定主体は都道府県及び市町村）に委

任する。 

条例制定の基準を定める場合には、「参酌すべき基準」とする。 

 ・ 児童相談所の所長の資格（12 条の３第２項）は、対象を追加する方向で今年度中に見直しを

行う。 

 

（９）民生委員法（昭 23法 198） 

 ・ 民生委員の定数（４条）は、条例（制定主体は都道府県）に委任する。条例制定の基準につ

いては、「参酌すべき基準」とする。 

 ・ 民生委員推薦会の委員の資格及び資格ごとの定数（８条２項）は、廃止する。 

 

（１０）社会福祉法（昭 26法 45） 

 ・ 地方社会福祉審議会の委員の定数（８条１項）は、廃止する。 

 

（１１）麻薬及び向精神薬取締法（昭 28法 14） 

・ 麻薬中毒審査会の委員の定数（58条の 13第３項）は、廃止又は条例（制定主体は都道府県）

に委任する。 

条例制定の基準を定める場合には、「参酌すべき基準」とする。 

 

 （１２）介護保険法（平９法 123） 

 ・ 要介護認定又は要支援認定に関する処分に対する審査請求の事件を取り扱う合議体の定数

（189 条２項）は、条例（制定主体は都道府県）に委任する。 

   条例制定の基準については、「参酌すべき基準」とする。 

 

●以下に掲げる職員等の資格については、国家資格や具体的な職務経験・年数等を求めるものでな

く、地方自治体の判断により適切と認められる者を幅広く任命・推薦できるものである。 

 
 [厚生労働省] 

 

（７）民生委員法（昭 23法 198） 

 ・ 民生委員の資格（６条１項） 



 

（８）身体障害者福祉法（昭 24法 283） 

・ 身体障害者福祉司の資格（身体障害者福祉司として必要な学識経験を有するもの）（12 条６

号） 

 

（９）精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭 25法 123） 

 ・ 精神医療審査会の委員の資格（法律に関し学識経験を有する者及びその他学識経験を有する

者に限る。）（13条１項） 

・ 精神保健福祉相談員の資格（精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行令 12条１号から

３号までの者に準ずる者であって精神保健福祉相談員として必要な知識及び経験を有する者に

限る。）（48条２項） 

 

（１０）社会福祉法（昭 26法 45） 

 ・ 地方社会福祉審議会の委員及び臨時委員の資格（学識経験のある者に限る。）（９条） 

 

（１１）麻薬及び向精神薬取締法（昭 28法 14） 

・ 麻薬中毒審査会の委員の資格（58条の 13第４項） 

・ 麻薬中毒者等の相談に応ずるための職員の資格 （58条の 18第３項） 

 

（１２）知的障害者福祉法（昭 35法 37） 

・ 知的障害者福祉司の資格（知的障害者福祉司として必要な学識経験を有するもの）（14 条６

号） 

 

（１３）介護保険法（平 9法 123） 

・ 専門調査員の資格（188条２項） 

 

（１４）感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平 10法 114） 

・ 感染症の診査に関する協議会の委員の資格（感染症の患者の医療に関し学識経験を有する者

（感染症指定医療機関の医師を除く。）、法律に関し学識経験を有する者並びに医療及び法律以

外の学識経験を有する者に限る。）（24条５項） 

 

  



４ その他の義務付け・枠付けの見直し 

 
 [厚生労働省] 

 

（２）民生委員法（昭 23法 198） 

・ 都道府県知事の民生委員の推薦に係る地方社会福祉審議会への意見聴取（５条２項）は、民

生委員の委嘱手続を簡略化する観点から義務の緩和を行う。 

 

 



一括交付金の拡充

○

○

○

一括交付金総額 ８，３２９億円 （Ｈ２３ ５，１２０億円）

地域自主戦略交付金 ６，７５４億円 （Ｈ２３ ４，７７２億円）

うち都道府県分 ５，５１５億円程度 （Ｈ２３ ４，７７２億円）

うち政令指定都市分 １，２３９億円程度 （新設）

沖縄振興一括交付金（仮称） １，５７５億円 （新設）

うち沖縄振興公共投資交付金（仮称） ７７１億円 （新設）

うち沖縄振興特別調整交付金（仮称） ８０３億円 （新設）

※１

※２

※１ このうち、北海道（札幌市を含む。）分３５３億円程度、離島分１１５億円程度、奄美分３７
億円程度（金額は配分予定額の一部）。

※２ Ｈ２３年度の沖縄分の一括交付金（沖縄振興自主戦略交付金及び地域自主戦略交付金
の一部を合算した額）は３４８億円。沖縄振興公共投資交付金（仮称）は、全国制度の拡充
に加え、沖縄独自に対象範囲を拡大し、創設したもの。

Ｈ２４予算（案）の概要

＜主な対象事業＞

Ｈ２４地域自主戦略交付金の対象事業の拡大

○交通安全施設整備費補助金の一部（警察庁）【拡充】

◎学校施設環境改善交付金の一部 （文部科学省）【拡充】

◎社会福祉施設等施設整備費補助金の一部（厚生労働省）【新設】

◎農山漁村地域整備交付金の一部（農林水産省）【拡充】

◎農山漁村活性化対策整備交付金の一部（農林水産省） 【新設】

○農業・食品産業強化対策整備交付金の一部（農林水産省） 【新設】

○水産業強化対策整備交付金の一部（農林水産省）【新設】

◎社会資本整備総合交付金の一部（国土交通省）【拡充】

○自然環境整備交付金（環境省） 【拡充】

☆循環型社会形成推進交付金の一部（環境省） 【新設】

◎：都道府県及び政令指定都市を交付対象
○：都道府県を交付対象 ☆：政令指定都市を交付対象

対象事業 Ｈ２３ ９事業 Ｈ２４ １８事業
都道府県分の対象事業の拡大
政令指定都市への制度の導入

沖縄振興一括交付金（仮称）の創設 Ｈ２４ １，５７５億円

総額の拡大 Ｈ２３ ５，１２０億円 Ｈ２４ ８，３２９億円

地域自主戦略交付金の拡充
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道
府
県
・
政
令
指
定
都
市

対象事業を、各府省の枠にとらわれず、
自由に選択し、事業実施計画を提出

○ 国から地方への「ひも付き補助金」を廃止し、基本的に地方が自由に使える一括交付金にするとの方
針の下、平成23年度に創設。

○ 内閣府に一括して予算を計上し、各府省の所管にとらわれず、地方自治体が自主的に選択した事業
に対して交付金を交付。

○ 平成24年度は、23年度に一括交付金化を実施した都道府県分について、対象事業を拡大・増額した
ほか、政令指定都市に一括交付金を導入。対象事業は８府省18事業に拡大。

＜スキーム＞

（注１）このうち、北海道（札幌市を含む）分３５３億円程度、離島分１１５億円程度、奄美分３７億円程度（金額
は配分予定額の一部）。

地 域 自 主 戦 略 交 付 金

＜主な対象事業＞

事業を所管する
各府省

③ 交付金を交付 各府省に移し替えて交付

① 配分額を通知

② 事業実施計画を提出

④ 自由に選択した事業を実施

一部について客観的指標に基づく配分を実施
○交通安全施設整備費補助金の一部（警察庁）【拡充】

◎消防防災施設整備費補助金（総務省）

◎学校施設環境改善交付金の一部 （文部科学省）【拡充】

◎水道施設整備費補助の一部（厚生労働省）

◎社会福祉施設等施設整備費補助金の一部（厚生労働省）【新設】

◎農山漁村地域整備交付金の一部（農林水産省）【拡充】

◎農山漁村活性化対策整備交付金の一部（農林水産省） 【新設】

○農業・食品産業強化対策整備交付金の一部（農林水産省） 【新設】

○水産業強化対策整備交付金の一部（農林水産省）【新設】

◎工業用水道事業費補助（経済産業省）

◎社会資本整備総合交付金の一部（国土交通省）【拡充】

○自然環境整備交付金（環境省） 【拡充】

☆循環型社会形成推進交付金の一部（環境省） 【新設】

◎：都道府県及び政令指定都市を交付対象
○：都道府県を交付対象 ☆：政令指定都市を交付対象

内閣府

（注１）

地域自主戦略交付金
６，７５４億円

（注２）上記のほか、経常的経費を含んだ「沖縄振興一括交付金（仮称）」を沖縄独自制度として24年度創設
（１，５７５億円）。この交付金との合計は８，３２９億円となる。

都道府県分：
５，５１５億円程度

政令指定都市分：
１，２３９億円程度
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２３年度予算 ２４年度予算案

一括交付金の２４年度予算案のイメージ

（単位：億円）

８，０００

政令指定都市の導入（新設）
１，２３９　程度

都道府県分の拡大

９９２　程度沖縄分　３４８

地域自主戦略交付金
（沖縄分を除く）

４，７７２

地域自主戦略交付金
（既　存　分）

４，５２３

地域自主戦略交付金

（沖縄分を除く）

計 ６，７５４

５，５１５

２，２３１

５,１２０

沖縄振興公共投資交付金

（仮称）（新設） ７７１

８,３２９

沖縄振興特別調整交付金

（仮称）（新設） ８０３

沖
縄
振
興
一
括

交
付
金
（
仮
称
）
（
新
設
）１,５７５
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都道府県・政令指定都市共通 都道府県のみ 政令指定都市のみ

水道施設整備に関する事
業

水道水源開発施設整備、水道広域化施設整備、高度浄水
施設等整備、水道水源自動監視施設等整備

ライフライン機能強化等事業

水道未普及地域解消事業、簡易水道再編推進事業（鉛製
管の更新を行う事業、基幹的な水道構造物の耐震化のため
の補強事業、緊急遮断弁又は非常用電源設備を設置する
事業、地震対策として行う石綿セメント管を廃止して新設す
る事業を除く）、生活基盤近代化事業（鉛製管の更新を行う
事業、基幹的な水道構造物の耐震化のための補強事業、
緊急遮断弁又は非常用電源設備を設置する事業、地震対
策として行う石綿セメント管を廃止して新設する事業を除
く）、閉山炭鉱水道施設

社会福祉施設等施設整備
に関する事業

保護施設等施設整備、大規模修繕等（グループホーム・ケ
アホームを除く。）

医療提供体制施設整備に
関する事業

地球温暖化対策整備事業、内視鏡訓練施設施設整備事
業、看護師等養成所施設整備事業、看護師養成所修業年
限延長施設整備事業、看護教員養成講習会施設整備事
業、歯科衛生士養成所施設整備事業

地域介護・福祉空間整備等
施設整備に関する事業

介護療養型医療施設転換整備計画に基づく事業、緊急
ショートステイの整備事業、都市型軽費老人ホーム整備事
業、施設内保育施設整備事業、市町村提案事業、小規模な
養護老人ホーム整備事業

平成24年度　地域自主戦略交付金の対象事業（厚生労働省関係抜粋）

事業内容
対象事業

※都道府県のみ ※都道府県のみ 

※都道府県のみ 

※政令指定都市のみ 

FNIVO
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アクション・プラン ～出先機関の原則廃止に向けて～ の概要

１． 出先機関の事務・権限をブロック単位で移譲することを推進

（１） 広域連合制度を活用するための諸課題について検討を行った上で、新たな広域行
政制度を整備（具体的意思を有する地域との間で、十分な協議・調整）

（２） 出先機関単位で全ての事務・権限を移譲することを基本

（３） 移譲対象機関の職員の身分取扱い等に係る所要の措置を講ずる
また、移譲される事務・権限の執行に必要な財源を確保（税源移譲も検討）

（４） 平成24年通常国会に法案提出、26年度中の事務・権限の移譲を目指す

２．地方自治体が特に移譲を要望している事務・権限の取扱い

（１） 直轄道路

一般国道の直轄区間の移管については、一の都道府県内で完結す
るものについては原則移管することを基本

（２） 直轄河川

一級河川の直轄区間の移管については、一の都道府県内で完結す
る水系に属するものについては原則移管することを基本

（３） 公共職業安定所（ハローワーク）

希望する地方自治体において、無料職業紹介、相談業務等を地方自
治体の主導の下、一体的に実施
（特区制度の提案にも誠実に対応。国と地方自治体が具体的に協議して設計）

当該一体的な実施を３年程度行い、その過程でもその成果と課題を
十分検証することとし、地方自治体への権限移譲について検討
（その際、ILO第88号条約との整合性、雇用保険財政の根本に関わる議論等に留意）

３．その他

（１） 一の都道府県内でおおむね完結する事務・権限については、都道
府県に移譲

（２） 地方自治体の発意に応じ選択的実施等を行う事務・権限について

は、構造改革特区制度等の活用などにより選択的・試行的移譲を円滑
に推進（相談窓口等の体制整備を実施）

４．国の事務・権限の徹底した見直しによる出先機関のスリム化・効率化

５．財源・人員の取扱い

（１） 財源の取扱い

事務・権限の移譲及び人員の移管等に伴う財源を確保することとし、必要な措置を
講ずる

（２） 人員の移管等の取扱い
国と地方の双方の関係者により構成される横断的な体制を整備
地方移管等に当たって必要となる枠組み・ルール等を構築
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アクション・プラン ～出先機関の原則廃止に向けて～ 

平成２２年１２月２８日 

閣 議 決 定 

国のかたちを変えて、住民に身近な行政はできる限り地方自治体に委ね、地域にお

ける行政を地方自治体が自主的かつより総合的に実施できるよう出先機関の事務・権

限をブロック単位で移譲すること等により、出先機関改革を下記のとおり進める。 

 

記 

 
１ 出先機関の事務・権限をブロック単位で移譲することを推進するための広域的実

施体制の枠組み作りのため、所要の法整備を行う。その際、以下の点に留意しなが

ら進める。 

 

（１）広域的実施体制の在り方について 

広域連合制度を活用するための諸課題について検討を行った上で、新たな広域行

政制度を整備する。その際、出先機関の事務・権限のブロック単位での移譲を受け

ようとする具体的意思を有する地域との間で、十分な協議・調整を行う。 

なお、北海道等については、地域特性に配慮した特例を設ける。 

 

（２）事務・権限移譲の在り方について 

出先機関単位で全ての事務・権限を移譲することを基本とする。 

全国一律・一斉の実施にこだわらず、広域で意思統一が図られた地域からの発意

に基づき移譲する仕組みとする。 

 

（３）職員、財源に係る措置の在り方について 

移譲対象機関の職員の身分取扱い等に係る所要の措置を講ずる。 

また、移譲される事務・権限の執行に必要な財源を確保することとし、ブロック

単位で大幅な事務・権限の移譲が行われる場合には、税源移譲についても検討する。 

 

（４）スケジュールについて 

平成 24 年通常国会に法案を提出し、準備期間を経て 26 年度中に事務・権限の移

譲が行われることを目指す。 
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２ 地方自治体が特に移譲を要望している事務・権限については、次のように整理す

る。 

 

（１）直轄道路 

一般国道の直轄区間の移管については、一の都道府県内で完結するものについて

は原則移管することを基本とし、それ以外のものの受皿となりうる１の体制が整う

までの間にあっても、国と都道府県・指定都市との個別協議に基づく移管が早期に

実現するよう、その対象の拡大も含めて移管の対象となり得る道路を国と都道府

県・指定都市の間で確認し、積極的に取り組んでいく。 

なお、移管に際しては、広域的に移動する道路利用者の視点に留意するとともに、

関係市町村長の意見を聴く。 

 

（２）直轄河川 

一級河川の直轄区間の移管については、一の都道府県内で完結する水系に属する

ものについては原則移管することを基本とし、それ以外のものの受皿となりうる１

の体制が整うまでの間にあっても、国と都道府県との個別協議に基づく移管が早期

に実現するよう、その対象の拡大も含めて移管の対象となり得る河川を国と都道府

県の間で確認し、積極的に取り組んでいく。 

   なお、移管に際しては、河川管理は国民の生命・財産に影響を与えかねないもの

であることに留意し、住民の生命・財産の保護の責務を有する流域の関係市町村長

の意見を聴く。 

 

（３）公共職業安定所（ハローワーク） 

利用者である地域の住民の利便性を向上させる観点から、まずは、希望する地方

自治体において、国が行う無料職業紹介、雇用保険の認定・給付等の事務と地方が

行う無料職業紹介、職業能力開発、公営住宅、福祉等に関する相談業務等が、地方

自治体の主導の下、運営協議会の設置などにより一体的に実施され、利用者の様々

なニーズにきめ細かく応えることが可能となるよう、所要の措置を講ずることとす

る。その際、国は地方自治体からの特区制度等の提案にも誠実に対応することを基

本とし、国の求人情報等の地方自治体への提供等当該一体的な実施の具体的な制度

の内容については、地方自治体の実情に応じて、国と地方自治体が協議して設計す

る。 

上記について速やかに着手し、当該一体的な実施を３年程度行い、その過程にお

いてもその成果と課題を十分検証することとし、広域的実施体制の枠組みの整備状

況も踏まえ、地方自治体への権限移譲について検討することとする。その際には、

ＩＬＯ第 88 号条約との整合性、都道府県を越えた職業紹介の適切な実施、雇用対
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策における機動性の担保、保険者の変更等雇用保険財政の根本に関わる議論等に留

意する。 

 

（４）直轄道路、直轄河川及び公共職業安定所（ハローワーク）について、上記改革

を円滑かつ速やかに実施するための仕組みを地域主権戦略会議の下に設ける。 

 

３ ２以外の事務・権限については、１の体制が整うまでの間にあっても、地方自治

体の意見・要望を踏まえ、事務・権限の移譲を積極的に行う。 

 

（１）一の都道府県内でおおむね完結する事務・権限については都道府県に移譲する。

そのうち、速やかに着手するものについて、関係府省が行った自らが所管する出

先機関の事務・権限仕分け（以下「自己仕分け」という。）において全国一律・

一斉に地方自治体に移譲するものとされたもの（「自己仕分け」結果において「Ａ

－ａ」とされたもの）を参考にして、移譲に向けた取り組みを実施する項目及び

その実施に向けた工程を地方と協議した上で平成 23 年６月末までに整理する。 

 

（２）複数の都道府県にまたがる事務・権限を含めて、個々の地方自治体の発意に応

じ選択的に移譲する事務・権限及び個々の地方自治体の発意による選択的実施を

認め、その試行状況を踏まえて移譲の可否について判断する事務・権限（「自己

仕分け」結果において「Ａ－ｂ」又は「Ｂ」とされたもの等）については、構造

改革特区制度等の活用などにより選択的・試行的に移譲を進めることとし、これ

らの移譲を円滑に進めるため、地方自治体からの相談窓口を設ける等所要の体制

の整備等を行う。 

 

（３）（１）及び（２）を円滑かつ速やかに実施するための仕組みを地域主権戦略会

議の下に設ける。 

 

４ 国の事務・権限の徹底した見直しによる出先機関のスリム化・効率化を行う。 

 

５ 財源・人員の取扱いについては、事務・権限の地方自治体への移譲を円滑に実施

するため、以下のとおり、進める。 

 

（１）財源の取扱い 

  事務・権限の地方自治体への移譲及び国から地方自治体への人員の移管等に際し

ては、改革の理念に沿って、それに伴う財源を確保することとし、必要な措置を講

ずる。 
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（２）人員の移管等の取扱い 

事務・権限の地方自治体への移譲に伴う人員の地方移管等の取扱いについて、技

術や専門性を有する人材活用の観点から、職員の雇用と国と地方を通じた公務能率

の維持・向上、国と地方の対等の立場にも配慮しつつ、次のような方向で、人員の

移管等の仕組みを検討・構築する。 

① 人材の地方自治体への移管等について総合的な調整を行うため、国と地方の双

方の関係者により構成される横断的な体制を整備 

② 人材の地方移管等に当たって必要となる枠組み・ルール等の構築（移管等が必

要となる要員規模の決め方、移管等の方法、身分の取扱い、給与を含む処遇上の

取扱い、退職金の負担等） 



機関名 地方厚生（支）局（厚生労働省） 

基本的な考え方 ○麻薬等取締など国民の生命・生活に重大な影響を与える業務や現在大きな見直しを行っている制度に

関わる業務を除き、「地方が移譲を希望している業務は地方に移譲する」の原則のとおりに対応する。 

※地方で責任を持って適切に実施可能な場合に限る。 

結果の概要 

主な事例 等 

【地方へ移譲可能と仕分けした事務・権限】 

① 複数の都道府県にまたがる法人等の監督に関する業務 

・医療法人、社会福祉法人、消費生活協同組合の監督など 

② 既に同様又は類似の業務を都道府県で実施している業務 

・戦没者の遺族に対する特別弔慰金等の特別買上償還に関する証明書の発行、指定医療機関（児童福祉

法、母子保健法、生活保護法）の指定等、特定機能病院（高度な医療の提供や開発等を行う病院）の

指導監督など 

③ 養成施設の指定等に関する業務 

・各種国家資格等（保健師、助産師など３２種）及び各種都道府県知事資格等（調理師など４種）に関

する養成施設の指定など 

④ その他 

・原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律及び戦傷病者特別援護法に規定する指定医療機関の指定、

介護保険・サービスに関する指導、国開設病院等の監督など 

【国の事務として仕分けした事務・権限】 

① 国民の保健衛生に重大な影響を与える麻薬等に関する取締関係、食品の輸出入関係の業務 

・麻薬等犯罪捜査に関する業務、麻薬営業者等の許可等、輸出水産食品関係施設等の監視指導、食品衛

生法の登録検査機関の登録等、など 

② 年金、医療保険は制度改革を踏まえて検討することとし、当面は国が実施。 

・企業年金制度等(厚生年金基金及び確定拠出年金等)の運営に関する業務、健康保険組合等の指導監督、

国民健康保険の保険者等の指導、保険医療機関等の指導監督等、など 

③ 補助金の執行等については、一括交付金の議論の中で整理し、当面は国が実施。 

・結核医療費、原爆被爆者手当交付金など 

備考  

「自己仕分け」結果の概要（地方厚生局）
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